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令和５年11月９日

　障がい児通所支援事業所　管理者　様
（児童発達支援・放課後等デイサービス）

大阪府福祉部障がい福祉室　生活基盤推進課長

送迎用バス・自動車への安全装置の設置等に関する調査等について

　日頃は、障がい児通所支援事業の適正な運営に御協力いただき御礼申し上げます。
　令和４年９月に静岡県牧之原市で発生した送迎バスへの児童置き去り死亡事案を受け、子どもの安心や安全を確保する観点から国において省令の改正が行われました。それに伴い、送迎用バス・自動車に対する安全装置の装備の義務付けについては、令和5年4月1日に既に施行されており、令和6年3月末で経過措置の期間が終了となります。
送迎用バス・自動車に対する安全装置の装備状況については、令和5年5月から6月にかけ第1回の調査が行われましたが、こども家庭庁より2回目の調査を行う旨の連絡がありました。また、別紙の補助制度について令和５年５月26日付け障生第1203号にて所要額調査を実施したところですが、所要額の申請漏れや追加申請等があることも考えられるため、国の補助金の追加協議を行うとの連絡もありました。
つきましては、以下の２点につき調査を行いますので、下記をご覧いただいたうえで、回答をお願いします。この調査については、大阪府所管（政令市・中核市は除く）の全ての障がい児通所支援事業所が回答対象となっておりますので、必ず期日までにご回答ください。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　記
1 調査内容
1 送迎用バス・自動車に対する安全装置の装備状況調査
　　　　　・10月31日現在の安全装置の装備状況について、行政オンラインシステムの設問に沿ってご回答ください。
2 令和５年度補助事業（所要額の追加調査）
　 ・令和５年５月～6月に実施した所要額調査で、回答漏れがあった事業所及び追加申請を希望する事業所がご回答ください。
　 　　 ・前回の所要額調査及び今回の追加調査に回答がない事業所等につきましては本補助金の交付を行うことができませんので、補助金の交付を希望される場合は、必ずご提出ください。なお、この補助事業は大阪府所管（政令市・中核市は除く）の事業所が対象です。
・令和６年３月31日までに、事業を完了する見込み（必要な装置・機器の設置、購入を終え代金の支払いまで完了する見込み）のある事業所がご回答ください。
※令和5年9月～10月に交付申請書を提出いただいた事業所につきましては、申請内容を精査した結果、当初提出いただいた（修正をお願いする前の）金額で交付ができる見込みですので、今回の追加調査の提出は不要です。

2 提出締切日
　　令和５年11月20日（月）午前10時まで【期限厳守】
　
3 提出方法
　　　　 行政オンラインシステムにて、ご回答（装備状況調査は設問に回答、所要額追加調査は添付のエクセルファイルをアップロード）ください。

　　　＜問い合わせ先＞
大阪府 福祉部 障がい福祉室 
生活基盤推進課 指定・指導グループ
TEL　０６－６９４１－０３５１
（内線：２４６２、６６９６）
mail：seikatsukiban@sbox.pref.osaka.lg.jp

